
ファイル名:000_1_0170500502112.doc 更新日時:2009/09/14 9:57 印刷日時:09/11/27 6:09 

 

半 期 報 告 書 
 

(第18期中)  
自 平成21年４月１日

至 平成21年９月30日

 

株式会社 熊本ファミリー銀行 

 

 (E03675) 



ファイル名:000_3_0170500502112.doc 更新日時:2009/09/14 9:57 印刷日時:09/11/27 6:09 

 

 

第18期中（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日) 
 

半 期 報 告 書 
 

１ 本書は半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電

子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して出

力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した半期報告書に添付された中間監査

報告書及び上記の半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に綴じ込んで

おります。 

 

株式会社 熊本ファミリー銀行 
 



ファイル名:000_4_0170500502112.doc 更新日時:2009/11/27 6:09 印刷日時:09/11/27 6:10 

目      次 

 

頁

第18期中 半期報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………５ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………５ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………５ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………６ 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………６ 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………25 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………25 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………25 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………25 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………25 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………25 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………28 

１ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………28 

２ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………28 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………29 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………29 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………30 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………30 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………31 

１ 【中間連結財務諸表等】…………………………………………………………………………32 

２ 【中間財務諸表等】………………………………………………………………………………75 

第６ 【提出会社の参考情報】……………………………………………………………………………97 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………98 

 

中間監査報告書 

 

確認書 

































































１【中間連結財務諸表等】 
(1)【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※9  22,795 ※9  22,066 ※9  23,116

コールローン及び買入手形 27,202 11,151 11,236

買入金銭債権 60 28 48

有価証券 ※1, ※9, ※15  226,144
※1, ※2, ※9, ※15  

229,922 

※1, ※2, ※9, ※15

220,813

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  920,225
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  850,389 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  863,172

外国為替 ※8  633 ※8  781 ※8  503

その他資産 ※9  15,479 ※9  14,149 ※9  13,578

有形固定資産 ※11, ※12  19,369 ※11, ※12  20,516 ※11, ※12  20,629

無形固定資産 2,878 5,782 6,580

繰延税金資産 21,970 18,179 18,552

支払承諾見返 10,609 9,105 9,895

貸倒引当金 ※7  △22,474 ※7  △9,390 ※7  △8,942

資産の部合計 1,244,895 1,172,682 1,179,184

負債の部    

預金 1,104,741 ※9  1,076,389 ※9  1,078,027

譲渡性預金 － 3,080 1,500

コールマネー及び売渡手形 － ※9  7,800 ※9  3,600

債券貸借取引受入担保金 ※9  55,078 － ※9  10,101

借用金 ※13  10,000 － －

外国為替 11 6 4

社債 ※14  10,000 ※14  10,000 ※14  10,000

その他負債 20,434 8,552 10,808

退職給付引当金 5 1 5

睡眠預金払戻損失引当金 184 392 440

その他の偶発損失引当金 0 － 1

再評価に係る繰延税金負債 ※11  2,103 ※11  2,047 ※11  2,061

支払承諾 10,609 9,105 9,895

負債の部合計 1,213,170 1,117,373 1,126,447

純資産の部    

資本金 2,802 26,347 47,802

資本剰余金 2,802 26,347 47,802

利益剰余金 2,529 1,273 △42,335

株主資本合計 8,133 53,967 53,268

その他有価証券評価差額金 △2,228 605 △1,289

土地再評価差額金 ※11  818 ※11  734 ※11  756

評価・換算差額等合計 △1,410 1,339 △532

少数株主持分 25,001 1 1

純資産の部合計 31,724 55,308 52,737

負債及び純資産の部合計 1,244,895 1,172,682 1,179,184
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２【中間財務諸表等】 
(1)【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※9  22,762 ※9  22,064 ※9  22,469

コールローン 27,202 11,151 11,236

買入金銭債権 60 28 48

有価証券 ※1, ※9, ※15  226,897
※1, ※2, ※9, ※15  

230,506 

※1, ※2, ※9, ※15

221,396

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  921,222
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  850,901 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※10  863,755

外国為替 ※8  633 ※8  781 ※8  503

その他資産 ※9  15,664 ※9  14,066 ※9  13,577

有形固定資産 ※11, ※12  18,042 ※11, ※12  19,549 ※11, ※12  19,644

無形固定資産 2,876 5,781 6,579

繰延税金資産 21,943 18,174 18,529

支払承諾見返 10,608 9,104 9,894

貸倒引当金 ※7  △22,404 ※7  △9,401 ※7  △8,881

資産の部合計 1,245,509 1,172,709 1,178,755

負債の部    

預金 1,105,205 ※9  1,076,461 ※9  1,078,219

譲渡性預金 － 3,080 1,500

コールマネー － ※9  7,800 ※9  3,600

債券貸借取引受入担保金 ※9  55,078 － ※9  10,101

借用金 ※13  10,000 － －

外国為替 11 6 4

社債 ※14  35,500 ※14  10,000 ※14  10,000

その他負債 20,277 8,904 10,618

未払法人税等 35 19 97

リース債務 264 1,710 1,792

その他の負債 19,977 7,174 8,728

睡眠預金払戻損失引当金 184 392 440

その他の偶発損失引当金 159 － 153

再評価に係る繰延税金負債 ※11  2,103 ※11  2,047 ※11  2,061

支払承諾 10,608 9,104 9,894

負債の部合計 1,239,129 1,117,796 1,126,593

純資産の部    

資本金 2,802 26,347 47,802

資本剰余金 2,802 26,347 47,802

資本準備金 2,802 26,347 47,802

利益剰余金 2,185 878 △42,909

その他利益剰余金 2,185 878 △42,909

繰越利益剰余金 2,185 878 △42,909

株主資本合計 7,789 53,572 52,694

その他有価証券評価差額金 △2,228 605 △1,289

土地再評価差額金 ※11  818 ※11  734 ※11  756

評価・換算差額等合計 △1,410 1,339 △532

純資産の部合計 6,379 54,912 52,161

負債及び純資産の部合計 1,245,509 1,172,709 1,178,755
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平成20年12月15日

株式会社熊本ファミリー銀行 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社熊本ファミリー銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社熊本ファミリー銀行及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  喜 多 村   教  證  ㊞ 
  

  

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年11月25日

株式会社熊本ファミリー銀行 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社熊本ファミリー銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社熊本ファミリー銀行及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  喜 多 村   教  證  ㊞ 
  

  

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年12月15日

株式会社熊本ファミリー銀行 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社熊本ファミリー銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第17期事業

年度の中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社熊本ファミリー銀行の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士   喜 多 村    教  證   ㊞ 
  

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 
  

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年11月25日

株式会社熊本ファミリー銀行 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社熊本ファミリー銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第18期事業

年度の中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社熊本ファミリー銀行の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士   喜 多 村    教  證   ㊞ 
  

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 
  

指定有限責任社員
業務執行社員 

 
公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項 

【提出先】 九州財務局長 

【提出日】 平成21年11月27日 

【会社名】 株式会社熊本ファミリー銀行 

【英訳名】 The Kumamoto Family Bank, Ltd 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取   鈴木 元 

【最高財務責任者の役職氏名】          ― 

【本店の所在の場所】 熊本市水前寺六丁目29番20号 

【縦覧に供する場所】 株式会社熊本ファミリー銀行 福岡営業部 

 (福岡市博多区上川端町９番166号) 

  

  

  



当行取締役頭取 鈴木 元は、当行の第18期事業年度の中間会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年

９月30日)の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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